
平成２７年９月１６日 

  総 務 局 

 

 

平成２６年度東京都監理団体経営目標の達成状況・経営実績 

平成２７年度東京都監理団体経営目標の設定状況の概要 

 

 

１ 経営目標達成度評価制度の概要 

都は、平成１３年度から、監理団体改革の一環として、団体に自ら「経営目標」

を設定させ、その達成度を評価している。達成度評価は、一般的な経営評価とは異

なり、各団体が、目的や特性に応じて設定した年度目標に対して、その達成状況を

評価するものである。 

評価結果については、翌年度の経営改善及び役員報酬に反映させることにより、

団体の更なる自律的経営を促進させる。 

また、達成状況等を都民に対して公開することで、都の監理団体として求められ

る公正で透明度の高い経営を徹底するとともに、都民に対する説明責任を果たす機

能を有している。 

 

２ 平成２６年度経営目標の達成状況の概要 

 

（１）平成２６年度経営目標の達成状況 

 

①  平成２６年度の経営目標については、全３３団体が、「都民・利用者」、「財務」

及び「内部管理」の３つの視点から、合計で２９８指標を設定している。 

   また、「環境配慮行動」の視点から、全団体が合計で４２指標を設定している。 

 

②  平成２６年度の経営目標の達成状況は、対象３３団体中Ａ評価の団体は２３

団体、Ｂ評価の団体は８団体、Ｃ評価の団体は２団体、Ｄ評価の団体について

は該当がなかった。 
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評 価 団  体 
評価の目安 

（経営目標の達成率） 

Ａ 
（公財）東京都環境公社 

東京臨海高速鉄道（株）      など２３団体 
９５％以上 

Ｂ 
（公財）東京都交響楽団 

（公財）東京しごと財団        など８団体 

９５％未満 
９０％以上 

Ｃ 
（公財）東京都島しょ振興公社 
（公財）東京観光財団           ２団体 

９０％未満 
７０％以上 

Ｄ  該当なし ７０％未満 

 

 

（２）役員報酬 

 

①  経営目標を達成し、かつ、局長等が求めた水準以上の顕著な実績を上げた団

体の理事長等は、平成２７年度の役員報酬を５％増とすることができるが、経

営目標の達成状況や局長等の評価が一定基準に達しなかった団体の理事長等の

役員報酬は５％から１０％削減となる。 

 

②  平成２７年度は、役員報酬が５％削減となる団体は２団体、役員報酬の５％

増が可能な団体及び１０％削減となる団体は該当がなかった。 

 

役員報酬の増減 団  体 

５％増が可能 該当なし 

５％減 

東京都住宅供給公社 

（公財）東京観光財団 

（株）ＰＵＣ                  ３団体 

１０％減  該当なし 
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３ 平成２６年度経営実績の概要 

 

（１）公益法人等（２３団体） 

 

 ① 公益財団法人・一般財団法人（２１団体） 

当期一般正味財産増 １，７００億円  

当期一般正味財産減 １，６９０億円  

当期一般正味財産増減額 １０億円  

当期指定正味財産増減額 ５億円  

当期正味財産増減額 １５億円  

資 産 合 計 ２，８３３億円  

負 債 合 計 １，６０１億円  

正 味 財 産 合 計 １，２３２億円  

※ 億円未満四捨五入 

   公益財団法人及び一般財団法人については、当期正味財産増減額が１３団体でプ

ラス、７団体でマイナスとなり、１団体で増減がなかった。 
   全団体で資産が負債を上回っており、正味財産合計は１，２３２億円となった。 

 
 ② 特別法人（１団体） 

総 収 益 １，３５３億円  

総 費 用 １，２５７億円  

当 期 利 益 ９６億円  

資 産 合 計 １２，７５１億円  

負 債 合 計 ８，８４１億円  

純 資 産 合 計 ３，９１０億円  

※ 億円未満四捨五入 

   特別法人については、当期利益がプラスとなった。 
   資産が負債を上回っており、純資産合計は３，９１０億円となった。 
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 ③ 社会福祉法人（１団体） 

総 収 入 １２６億円  

総 支 出 １２５億円  

当 期 収 支 差 額 １億円  

資 産 合 計 ２８億円  

負 債 合 計 ６億円  

純 資 産 合 計 ２３億円  

※ 億円未満四捨五入 

   社会福祉法人については、当期収支差額がプラスとなった。 
   資産が負債を上回っており、純資産合計は２３億円となった。 
 
 
（２）株式会社（１０団体） 

総 収 益 １，６４５億円  

総 費 用 １，５１２億円  

当 期 利 益 １３３億円  

資 産 合 計 ７，４６９億円  

負 債 合 計 ４，１７１億円  

純 資 産 合 計 ３，２９８億円  

※ 億円未満四捨五入 

   株式会社については、当期利益が１０団体でプラスとなった。 
   全団体で資産が負債を上回っており、純資産合計は３，２９８億円となった。 
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＜公益法人等＞

（公益財団法人・一般財団法人）
（単位：百万円、単位未満四捨五入）

当期指定
正味財産

増 減 増減額 増減額
うち長期
借入金

1 （公財）東京都人権啓発センター 235 225 11 0 11 263 18 0 245

2 （公財）東京都島しょ振興公社 710 749 ▲ 40 0 ▲ 40 7,093 2,262 2,240 4,832

3 （公財）東京税務協会 1,176 1,184 ▲ 8 0 ▲ 8 952 132 0 820

4 （公財）東京都歴史文化財団 11,788 11,782 5 44 49 10,191 3,792 0 6,398

5 （公財）東京都交響楽団 1,707 1,717 ▲ 10 0 ▲ 10 954 243 0 711

6 （公財）東京都スポーツ文化事業団 5,071 5,011 60 24 84 3,376 1,925 0 1,451

7 （一財）東京マラソン財団 2,875 2,959 ▲ 84 0 ▲ 84 2,662 1,482 0 1,180

8 （公財）東京都都市づくり公社 25,703 25,684 19 0 19 76,161 11,912 0 64,249

9 （公財）東京都環境公社 5,908 5,756 153 0 153 28,817 24,416 0 4,401

10 （公財）東京都福祉保健財団 3,482 3,415 67 56 123 10,284 7,472 1,423 2,811

11 （公財）東京都医学総合研究所 4,176 4,193 ▲ 17 0 ▲ 17 2,074 1,030 0 1,044

12 （公財）城北労働・福祉センター 606 606 0 9 9 226 179 0 47

13 （公財）東京都保健医療公社 53,176 52,881 295 73 368 19,389 15,176 0 4,212

14 （公財）東京都中小企業振興公社 6,124 6,034 91 87 178 74,392 70,768 20,000 3,624

15 （公財）東京しごと財団 3,567 3,601 ▲ 34 　▲ 0 ▲ 34 2,360 1,780 0 580

16 （公財）東京都農林水産振興財団 3,389 3,373 16 176 192 6,872 1,780 1,280 5,092

17 （公財）東京観光財団 1,603 1,603 0 0 0 2,167 898 0 1,268

18 （公財）東京動物園協会 9,137 9,084 54 ▲ 8 45 3,089 1,283 0 1,806

19 （公財）東京都公園協会 14,185 13,816 369 22 391 9,078 2,551 0 6,527

20 （公財）東京都道路整備保全公社 12,970 12,899 71 0 71 20,219 10,710 113 9,509

21 （公財）東京防災救急協会 2,438 2,467 ▲ 29 7 ▲ 22 2,648 299 0 2,348

合 　　　計 （※1） 170,026 169,039 989 490 1,478 283,267 160,108 25,056 123,155

正味財産団体名

当期一般正味財産
当期正味

財産増減額
資産合計 負債合計
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（特別法人）
（単位：百万円、単位未満四捨五入）

団体名 総収益 総費用 当期利益 資産合計 負債合計 純資産合計

うち長期
借入金

繰越利益
剰余金

32 東京都住宅供給公社 135,288 125,707 9,582 1,275,139 884,141 512,421 390,998 15,861

（社会福祉法人）
（単位：百万円、単位未満四捨五入）

団体名 総収入 総支出 当期収支差額 資産合計 負債合計 純資産合計

うち長期
借入金

純資産
増減

33 （社福）東京都社会福祉事業団 12,574 12,453 121 2,847 579 0 2,268 664

＜株式会社＞

（単位：百万円、単位未満四捨五入）

うち長期
借入金

繰越利益
剰余金

22 （株）東京スタジアム 1,300 1,197 103 9,482 268 0 9,214 ▲ 438

23 多摩都市モノレール（株） 8,013 7,607 406 76,594 46,805 41,408 29,789 3,766

24 東京臨海高速鉄道（株） 19,436 16,875 2,561 242,050 166,403 7,457 75,647 ▲ 48,632

25 （株）多摩ニュータウン開発センター 1,730 1,480 250 10,329 6,532 0 3,797 2,213

26 （株）東京国際フォーラム 7,772 7,570 202 7,335 3,289 0 4,046 3,536

27 （株）東京臨海ホールディングス （※2） 70,688 62,112 8,576 371,281 178,227 119,897 193,054 76,697

28 東京交通サービス（株） 5,951 5,859 91 1,931 840 0 1,091 453

29 東京水道サービス（株） 15,987 15,697 291 6,288 3,432 0 2,855 1,116

30 （株）ＰＵＣ 11,962 11,936 26 7,726 4,391 0 3,335 2,435

31 東京都下水道サービス（株） 21,703 20,912 790 13,870 6,900 0 6,970 1,655

合 　　　計 （※1） 164,542 151,245 13,296 746,886 417,087 168,762 329,798 42,801

団体名 総収益 総費用 当期利益 負債合計 純資産合計

※1　単位未満四捨五入のため、各団体の合計と合計欄の数値は必ずしも一致しない。

資産合計

※2　（株）東京臨海ホールディングスについては、グループ会社を含む連結ベースの実績
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４ 平成２７年度経営目標の設定状況の概要 

 

（１）目標設定の考え方 

① 平成２７年度の経営目標は「重点目標」と「チャレンジ目標」により構成され

る。 
 
② 監理団体は都施策の様々な場面で、多くの業務を担っており、都政を支える重   
 要なパートナーとして、着実に事業を実施することが求められている。 

 
③ 「重点目標」は団体が自律的経営の更なる推進を図り、着実に事業を実施するこ

とで、都民・利用者への貢献、団体経営の向上につなげるため、当該年度に特に取

り組むべき目標を「都民・利用者」及び「財務」の視点から定めたものである。 

 

④ また、目標設定に際しては、団体の存在意義を踏まえた更なる都政への貢献に

資する目標を「チャレンジ目標」として設定することができる。 
 
⑤ 「チャレンジ目標」は、当該年度における事業等の成果を数値にて目標化でき

るものについて、過去実績等を考慮し、「都民・利用者」の視点からチャレンジ

に値する高い目標値を設定する。 
 
⑥ 事業が複数年度に及ぶ等、事業の成果を目標化することが困難である場合はチ

ャレンジ目標を設定しない。 
 
 
 
（２）経営目標の設定状況 

① 平成２７年度の重点目標は、全３３団体が「都民・利用者」の視点から９０指

標、「財務」の視点から４２指標を設定している。 
 
② チャレンジ目標は、全３３団体のうち８団体が「都民・利用者」の視点から設

定している。 
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